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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第66期

第３四半期
連結累計期間

第67期
第３四半期
連結累計期間

第66期

会計期間
自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日

売上高 （千円） 14,535,490 15,886,398 19,827,612

経常利益 （千円） 515,330 540,285 713,006

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（千円） 296,937 292,448 382,723

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 314,183 274,125 485,132

純資産額 （千円） 4,096,955 4,433,766 4,267,905

総資産額 （千円） 11,898,964 12,478,036 12,562,178

１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 43.23 42.57 55.71

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 34.2 35.3 33.8
 

 

回次
第66期

第３四半期
連結会計期間

第67期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日

至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日

至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 10.93 16.19
 

(注) １ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　在外子会社の収益及び費用は、従来、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりました

が、第67期第１四半期連結会計期間より、期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更したため、第

66期第３半期連結累計期間及び第66期連結会計年度の関連する主要な経営指標等について遡及処理の内容を

反映させた数値を記載しております。

５　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

６　当社は、平成28年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。第66期

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)  業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日～平成27年12月31日）における我が国経済は、個人消費や輸出、

生産など一部に弱さもみられるものの、継続的な経済振興政策と金融緩和政策の下、実質ＧＤＰ成長率はプラスに

転じ、緩やかな回復傾向で推移いたしました。

　世界経済においては、先進国を中心とした緩やかな経済成長が継続しておりますが、中国をはじめとした新興国

の経済成長が鈍化しており、下振れ懸念等から先行きは依然として不透明な状況となっております。

　当社グループの属する機械工具業界におきましては、工作機械及び切削工具等の受注及び生産は堅調に推移いた

しました。

　このような環境の中、当社グループは国内におきましては、引き続き顧客の生産性向上に向けたコスト削減に寄

与するための提案営業を行うとともに、取扱い商品の拡充、新規顧客の開拓、またメカトロテックジャパン2015へ

の出展などで、企業価値の向上に努めてまいりました。また海外におきましては、中国の連結子会社である中阪貿

易（上海）有限公司が新たに武漢に事務所を開設する等、新規顧客の発掘や拡販活動に努めてまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は15,886,398千円（前年同四半期比9.3％増）、営業利益は

568,194千円（前年同四半期比18.3％増）、経常利益は540,285千円（前年同四半期比4.8％増）、親会社株主に帰属

する四半期純利益は292,448千円（前年同四半期比1.5％減）となりました。

 
セグメントごとの業績は次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、「在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更」を行ったため、前年同四

半期比較にあたっては、前年同四半期数値について遡及適用後の数値に基づき算出しております。

 
①切削工具事業

切削工具事業につきましては、主要販売先である自動車業界向けの販売が好調であったこと等により、売上高

及びセグメント利益は堅調に推移いたしました。

この結果、売上高は10,374,552千円（前年同四半期比7.8％増）、セグメント利益は247,036千円（前年同四半

期比22.7％増）となりました。
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②耐摩工具事業

耐摩工具事業につきましては、主要販売先である飲料容器メーカー向けの設備の販売が前年同四半期と比較し

て減少したため、売上高及びセグメント利益は低調に推移いたしました。

この結果、売上高は1,905,915千円（前年同四半期比8.2％減）、セグメント利益は191,707千円（前年同四半期

比14.7％減）となりました。

 
③海外事業

海外事業につきましては、メキシコの連結子会社において自動車業界向けの販売が好調であったこと等によ

り、売上高及びセグメント利益は好調に推移いたしました。

この結果、売上高は2,853,825千円（前年同四半期比28.6％増）、セグメント利益は99,775千円（前年同四半期

比196.6％増）となりました。

 
④光製品事業

光製品事業につきましては、外観検査装置業界向けの大口案件の受注等もあり売上高及びセグメント利益は好

調に推移いたしました。

この結果、売上高は752,104千円（前年同四半期比22.8％増）、セグメント利益は31,261千円（前年同四半期比

32.8％増）となりました。

 
(2)  財政状態の分析

（総資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて118,651千円減少し、10,131,461千円となりました。これは、受取手形及

び売掛金が98,962千円、現金及び預金が70,365千円それぞれ増加した一方で、商品が234,435千円減少したことなど

によります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて34,509千円増加し、2,346,574千円となりました。これは、主に無形固定

資産のその他が29,108千円、投資その他の資産が52,856千円それぞれ増加した一方で、のれんの償却によりのれん

が45,290千円減少したことなどによります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて84,141千円減少し、12,478,036千円となりました。

 
（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて352,320千円減少し、6,918,785千円となりました。これは、短期借入金

が144,908千円増加した一方で、支払手形及び買掛金が410,261千円、法人税等の支払により未払法人税等が91,370

千円、賞与引当金が80,554千円それぞれ減少したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて102,317千円増加し、1,125,484千円となりました。これは長期借入金が

51,966千円、退職給付に係る負債が35,958円増加したことなどによります。

この結果、負債は、前連結会計年度末に比べて250,003千円減少し、8,044,269千円となりました。
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（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べて165,861千円増加し、4,433,766千円となりました。これは、利益剰余金が

親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により292,448千円増加した一方で、配当金の支払いにより108,181千円

減少したことなどによります。

 
(3)  事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに発生した課題

はありません。

 
　(4) 主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設等について、当第３四半期連結累計期間に著しい変

更があったものは、次のとおりであります。

会社名
事業所名

(所在地)
セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完成予定

年月

完成後の

増加能力総額

(千円)

既支払額

(千円)

提出
会社

本社

(大阪市中央区)
－

　基幹
システム

213,242 92,862
自己資金

借入金
平成27年
１月

平成28年
５月

（注）１
 

(注)１　業務効率の向上等を図ることを目的とした基幹システムの構築であります。完成後の増加能力につきまして

は、計数的把握が困難であるため、記載を省略しております。

　　２　上記金額には消費税等は含まれておりません。

３　設備投資予定額を167,800千円から213,242千円に変更しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,800,000

計 4,800,000
 

(注)平成27年11月９日開催の取締役会決議により、平成28年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって行う

株式分割と、これに伴う定款変更が行われ、発行可能株式総数は普通株式が4,800,000株増加し、9,600,000株となって

おります。

 
②  【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,434,420 6,868,840
東京証券取引所
（市場第二部）

完全議決権株式であり、権利内容
に何ら限定のない当社の標準とな
る株式であります。なお、単元株
式数は100株であります。

計 3,434,420 6,868,840 － －
 

(注)平成28年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。これにより発行済株式

総数は普通株式が3,434,420株増加し、6,868,840株となっております。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成27年12月31日 ― 3,434,420 ― 350,198 ― 330,198
 

(注)平成28年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。これにより発行済株式

総数は普通株式が3,434,420株増加し、6,868,840株となっております。
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,433,000 34,330

完全議決権株式であり、権利内容
に何ら限定のない当社の標準とな
る株式であります。なお、単元株
式数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 1,420 － －

発行済株式総数  3,434,420 － －

総株主の議決権 － 34,330 －
 

　(注)「単元未満株式」の「株式数」の欄には、当社所有の自己株式81株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,346,208 1,416,573

  受取手形及び売掛金 4,438,712 ※  4,537,675

  商品 3,999,574 3,765,139

  その他 495,379 452,018

  貸倒引当金 △29,762 △39,944

  流動資産合計 10,250,113 10,131,461

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 333,822 317,919

   土地 1,027,019 1,027,019

   その他（純額） 94,352 98,437

   有形固定資産合計 1,455,194 1,443,377

  無形固定資産   

   のれん 206,553 161,263

   その他 76,190 105,299

   無形固定資産合計 282,743 266,562

  投資その他の資産   

   その他 606,493 659,350

   貸倒引当金 △32,367 △22,715

   投資その他の資産合計 574,126 636,635

  固定資産合計 2,312,065 2,346,574

 資産合計 12,562,178 12,478,036

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,580,964 ※  4,170,703

  短期借入金 1,748,068 1,892,976

  1年内返済予定の長期借入金 328,470 395,080

  未払法人税等 167,379 76,008

  賞与引当金 159,548 78,994

  役員賞与引当金 28,045 22,997

  その他 258,630 282,026

  流動負債合計 7,271,105 6,918,785

 固定負債   

  長期借入金 682,881 734,847

  役員退職慰労引当金 150,445 162,885

  退職給付に係る負債 176,493 212,452

  その他 13,346 15,299

  固定負債合計 1,023,167 1,125,484

 負債合計 8,294,272 8,044,269
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 350,198 350,198

  資本剰余金 330,198 330,198

  利益剰余金 3,323,321 3,507,587

  自己株式 △36 △118

  株主資本合計 4,003,680 4,187,865

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 50,157 46,536

  為替換算調整勘定 192,157 171,117

  その他の包括利益累計額合計 242,314 217,654

 非支配株主持分 21,910 28,246

 純資産合計 4,267,905 4,433,766

負債純資産合計 12,562,178 12,478,036
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 14,535,490 15,886,398

売上原価 11,659,014 12,707,657

売上総利益 2,876,476 3,178,740

販売費及び一般管理費 2,396,230 2,610,545

営業利益 480,246 568,194

営業外収益   

 受取利息 883 1,134

 受取配当金 1,331 2,427

 仕入割引 44,117 38,863

 為替差益 24,479 －

 その他 11,316 6,714

 営業外収益合計 82,127 49,139

営業外費用   

 支払利息 14,268 15,116

 売上割引 20,382 22,169

 為替差損 － 26,671

 その他 12,392 13,092

 営業外費用合計 47,043 77,049

経常利益 515,330 540,285

特別利益   

 保険解約返戻金 8,584 －

 特別利益合計 8,584 －

税金等調整前四半期純利益 523,915 540,285

法人税、住民税及び事業税 192,585 229,581

法人税等調整額 28,016 7,107

法人税等合計 220,601 236,688

四半期純利益 303,313 303,596

非支配株主に帰属する四半期純利益 6,376 11,147

親会社株主に帰属する四半期純利益 296,937 292,448
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 303,313 303,596

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 8,135 △3,620

 為替換算調整勘定 2,734 △25,850

 その他の包括利益合計 10,869 △29,471

四半期包括利益 314,183 274,125

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 306,992 267,788

 非支配株主に係る四半期包括利益 7,190 6,336
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９

月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年

度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び事

業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将

来にわたって適用しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、損益に与える影響額はありません。

　

（在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更）

 在外子会社の収益及び費用は、従来、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、第１

四半期連結会計期間より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更しております。

　この変更は、在外子会社の収益及び費用の重要性が増し、かつ、近年の為替相場の変動も大きいことから、為替相場

の変動が連結財務諸表に与える影響が高まってきたことに伴い、為替相場変動による期間損益への影響を平準化するこ

とで、より適切に連結財務諸表に反映させるために行ったものであります。

 この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第３四半期連結累計期間の売上高は126,072千円、売上総利益は29,052千

円、営業利益は8,354千円、経常利益は8,384千円、税金等調整前四半期純利益は8,384千円、親会社株主に帰属する四半

期純利益は5,594千円それぞれ減少しております。また、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたこ

とにより、利益剰余金の前期首残高は16,114千円減少し、為替換算調整勘定の前期首残高は同額増加しております。

 なお、セグメント情報に与える影響及び１株当たり情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

 

（追加情報）

　当社が加入していた「大阪機械工具商厚生年金基金」は、平成27年７月14日付代議員会で解散の決議をし、平成27年

８月20日付で厚生労働大臣の解散認可を受け、同日をもって解散しております。解散認可時の保有資産は最低責任準備

金を上回っており、解散に伴う事業主の損失負担の発生は見込まれません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、　四半期連結会計期間末残高に含まれております。
 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

受取手形 －千円 99,204千円

支払手形 －千円 29,591千円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年12月31日)

減価償却費 48,721千円 44,541千円

のれんの償却額 45,290千円 45,290千円
 

 
(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 37,777 11.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年11月13日
取締役会

普通株式 39,495 11.50 平成26年９月30日 平成26年12月４日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 39,495 11.50 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月９日
取締役会

普通株式 68,686 20.00 平成27年９月30日 平成27年12月３日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
調整額

(注)

四半期連結

損益計算書

計上額切削工具事業 耐摩工具事業 海外事業 光製品事業

売上高        

  外部顧客への売上高 9,627,031 2,076,757 2,219,213 612,487 14,535,490 － 14,535,490

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
－ － 21,017 － 21,017 △21,017 －

計 9,627,031 2,076,757 2,240,231 612,487 14,556,507 △21,017 14,535,490

セグメント利益 201,282 224,632 33,636 23,541 483,093 △2,847 480,246
 

(注)１　セグメント利益の調整額△2,847千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

　　２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
調整額

(注)

四半期連結

損益計算書

計上額切削工具事業 耐摩工具事業 海外事業 光製品事業

売上高        

  外部顧客への売上高 10,374,552 1,905,915 2,853,825 752,104 15,886,398 － 15,886,398

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
17,620 － 19,418 － 37,039 △37,039 －

計 10,392,172 1,905,915 2,873,244 752,104 15,923,437 △37,039 15,886,398

セグメント利益 247,036 191,707 99,775 31,261 569,780 △1,585 568,194
 

(注)１　セグメント利益の調整額△1,585千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

　　２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントの変更等に関する事項

　　（在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更）

「会計方針の変更」に記載のとおり、在外子会社の収益及び費用は、従来、在外子会社の決算日の直物為替相場

により円貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会計期間より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に

変更しております。

この結果、遡及適用を行う前と比べ、前第３四半期連結累計期間の「海外事業セグメント」の売上高は126,072千

円、セグメント利益は8,354千円それぞれ減少しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日
  至  平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日
  至  平成27年12月31日)

 １株当たり四半期純利益金額 43円23銭 42円57銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 296,937 292,448

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

296,937 292,448

普通株式の期中平均株式数(株) 6,868,710 6,868,684
 

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 「会計方針の変更」に記載のとおり、在外子会社の収益及び費用は、従来、在外子会社の決算日の直物為替

相場により円貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会計期間より期中平均為替相場により円貨に換算

する方法に変更しております。

　この結果、遡及適用を行う前と比べ、第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益金額は81銭減少

しております。

３ 当社は、平成28年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　

 

 （重要な後発事象）

(株式分割及び定款の一部変更)

当社は、平成27年11月９日開催の取締役会に基づき、平成28年１月１日付をもって株式分割及び株式分割に伴う定款

の一部を変更いたしました。

　

１．株式分割及び定款の一部変更の目的

当社株式の流動性を高めて、投資家の皆様により投資しやすい環境を整えるとともに、投資家層の拡大を図ることを

目的とするものです。

　

２．株式分割の概要

(1) 分割の方法

平成27年12月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を、１株につ

き２株の割合をもって分割しております。

　

(2) 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数　　　　　3,434,420株

今回の分割により増加する株式数　　　3,434,420株

株式分割後の発行済株式総数　　　　　6,868,840株

株式分割後の発行可能株式総数　　　　9,600,000株

　

(3) 分割の日程

基準日公告日 　　　　　　　　　　　平成27年12月14日

基準日　　　 　　　　　　　　　　　平成27年12月31日

効力発生日 　　　　　　　　　　　　平成28年１月１日

　

３．１株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響につきましては「（１株当たり情報）」に記載しております。
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２ 【その他】

第67期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）中間配当について、平成27年11月９日開催の取締役会にお

いて、平成27年９月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 68,686千円

②１株当たりの金額 20円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成27年12月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月８日

大阪工機株式会社

取締役会  御中

 

有限責任　あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   川　井　　一　男   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　辰　巳　　幸　久   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大阪工機株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大阪工機株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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